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広島県情報公開・個人情報保護審査会答申（諮問 01（個）第３号） 

 

第１ 審査会の結論 

広島県知事（以下「実施機関」という。）が本件審査請求の対象となった保

有個人情報について，不存在であることを理由に不開示とした決定は，妥当で

ある。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

１ 開示の請求 

審査請求人は，令和元年５月 10 日付けで，広島県個人情報保護条例（平成

16 年広島県条例第 53 号。以下「条例」という。）第 10 条第１項の規定により，

実施機関に対し，「廣島縣がマツダに對し支出して居る全ての金額及び其他の

文書を私が請求した事が解る文書（以下「本件対象情報」という。）」の開示

を請求（以下「本件請求」という。）した。 

 

２ 本件請求に対する決定 

実施機関は，本件対象情報を作成又は取得していないため，不存在を理由と

する自己情報不開示決定（以下「本件処分」という。）を行い，令和元年５月

24 日付けで審査請求人に通知した。 

 

３ 審査請求 

審査請求人は，令和元年７月 29 日付けで，本件処分を不服として，行政不服

審査法（平成 26 年法律第 68 号）第２条の規定により，実施機関に対し審査請

求を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件処分を取り消し，本件対象情報を開示するよう求める。 

 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が，審査請求書で主張している審査請求の理由は，おおむね次の

とおりである。 

これまでも度々無回答・放置を繰り返し，都合が悪くなると一切無視する極

めて悪質な行務である。現在も複数の案件を放置し，一切業務を行っていない。 

今回，またしても提出した書類を不存在として組織的に証拠隠滅を図ろうと

する極めて悪質な行為である。これは，事前に職員（○○）と話をして提出し

たものであり，不存在との虚偽文書は認めない。 
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第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関が，弁明書で説明する本件処分を行った理由は，おおむね次のとお

りである。 

１ 本件処分に至る経緯 

（１）審査請求人は，令和元年５月 10 日に広島県庁内の総務課行政情報コーナー

を訪問し，本件対象情報に係る行政文書の開示請求の進捗状況等について照

会した。 

   これに対し，対応した総務課職員は，これまでそうした請求を審査請求人

から受けた認識がなかったため，そうした文書は特にない旨口頭で回答した。 

（２）審査請求人は，これに納得せず，本件請求を行ったが，実施機関において，

本件対象情報に係る行政文書の開示請求を受付した事実は確認できないため，

本件処分を行った。 

  

２ 保有個人情報の不開示決定制度について 

条例第 11 条では，実施機関が，開示請求に対して，保有個人情報の開示又は

不開示の決定（以下「開示決定等」という。）をし，開示請求者に対し通知し

なければならないこと等を規定している。 

また，条例第 11 条第３項では，実施機関は，開示請求に係る保有個人情報の

全部を開示しないとき（条例第 17 条の規定により開示請求を拒否するとき，及

び開示請求に係る保有個人情報を保有していないときを含む。以下同じ。）は，

開示をしない旨の決定をし，開示請求者に対し，その旨を書面により通知しな

ければならない旨規定している。 

「開示しない旨の決定」とは，保有個人情報の「不開示決定」をいうが，決

定の理由に応じ，広島県個人情報保護条例施行規則（平成 17 年広島県規則第 26

号。以下「規則」という。）第５条に定める自己情報不開示決定通知書（規則

別記様式第５号），自己情報不開示決定通知書（形式上の不備）（規則別記様

式第５号の２），条例適用外通知書（規則別記様式第５号の３），自己情報存

否応答拒否通知書（規則別記様式第６号）又は自己情報不存在通知書（規則別

記様式第７号）により行うものとされている。 

 

３ 本件対象情報の探索について 

（１）審査請求人は，事前に職員（審査請求書には総務課職員の氏名が記載され

ている。）と話をして提出したものであると主張していることから，審査請

求書に記載の総務課職員（以下単に「総務課職員」とする。）及び所属する

総務課情報公開グループの職員等に確認したところ，総務課職員が着任した

平成 30 年４月１日以降，本件対象情報に係る行政文書の開示請求を受けた事

実は確認できなかった。 

（２）また，総務課職員は，上記１（１）の照会の際，本件対象情報に係る行政
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文書の開示請求について，何か他の法人名等の記載の文書のことではないか

どうかを審査請求人に確認したが，特に回答はなかった。 

（３）このため，本件対象情報は保有していないため，本件処分を行ったもので

ある。なお，審査請求人が請求した別件の行政文書開示請求等については，

これまで実施機関において，広島県情報公開条例（平成 13 年広島県条例第５

号。以下「情報公開条例」という。）等の法令に基づき，適正に処理をして

いるところである。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件請求について 

本件請求は，広島県がマツダに対して支出している全ての金額及びその他の

文書を審査請求人が請求したことが分かる文書の開示を求めたものである。 

実施機関は，本件対象情報は作成又は取得していないとして，本件処分を

行ったものである。 

これに対し，審査請求人は，実施機関が本件対象情報に係る行政文書の開示

請求を放置しているのであって，本件対象情報は存在するはずである旨主張し

ていると認められることから，以下，その存否について検討する。 

 

２ 本件処分の妥当性について 

実施機関によると，情報公開条例による行政文書の開示に関する事務等につ

いては，その取扱いについて必要な事項を定めた，広島県情報公開事務等取扱

要綱（平成 13 年３月 29 日制定）に基づき行っているとのことである。 

実施機関は，審査請求人が名指しした総務課職員が着任した平成 30 年４月１

日以降，本件対象情報に係る行政文書の開示請求を受けた事実は確認できな

かったと説明していることから，当審査会において，平成 30 年４月１日以降の

行政文書の開示請求の受付状況を記載した書類を確認したが，そのような請求

があったことは確認できなかった。 

念のため，当審査会において，平成 29 年度以前の行政文書の開示請求につい

ても，受付状況を記載した書類を確認したところ，そのような請求があったこ

とは確認できなかった。 

また，審査請求人からのその他の行政文書の開示請求についても，受付状況

を記載した書類を確認したところ，本件請求時点において，開示請求書の受付，

担当部署への送付等の措置が放置されているものは確認できなかった。 

そうすると，実施機関が，審査請求人から本件対象情報に係る行政文書の開

示請求について開示請求を受けた事実を確認することができないとして，保有

個人情報を取得していないと説明することは，不自然，不合理とまではいえな

い。 

以上のことから，実施機関が，本件対象情報は存在しないとして，不存在を
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理由とする本件処分を行ったことは妥当である。 

 

３ 結論 

よって，当審査会は，「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

第６ 審査会の処理経過 

当審査会の処理経過は，別記のとおりである。 
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別 記 

 

審 査 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処 理 内 容 

元．10．７ ・諮問を受けた。 

元．12．23 

(令和元年度第９回第１部会) 
・諮問の審議を行った。 

２．１．27 

(令和元年度第 10 回第１部会) 
・諮問の審議を行った。 
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